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訴 状

平成３０年５月２３日

名古屋地方裁判所

御中

原告ら代理人 弁護士 在 間 正 史

同 弁護士 原 田 彰 好

同 弁護士 樽 井 直 樹

同 弁護士 白 川 秀 之

同 弁護士 濵 嶌 将 周

同 弁護士 伊 東 正 裕

同 弁護士 都 築 さ や か

同 弁護士 籠 橋 隆 明

設楽ダム公金支出差止等請求事件

訴訟物の価額 金３２０万円 （貼用印紙額 金２１,０００円）
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当 事 者 の 表 示

原告の表示 別紙原告目録の通り（松倉源造ほか１６１名）

名古屋市中区丸の内３丁目７番１７号 〒４６０－０００２（送達場所）

原告ら代理人 弁護士 在 間 正 史

電話：９５１－２８１８ ＦＡＸ：９５１－２６６７

名古屋市中区丸の内３丁目７番２７号 〒４６０－０００２

同 弁護士 原 田 彰 好

名古屋市中村区則武１丁目１０番６号 〒４５３－００１４

同 弁護士 樽 井 直 樹

名古屋市北区平安２丁目１番１０号 〒４６２－０８１９

同 弁護士 白 川 秀 之

名古屋市緑区乗鞍２丁目６０１番地１３ 〒４５８－０００４

同 弁護士 濵 嶌 将 周

愛知県豊橋市前田南町１丁目１番５号 〒４４０－０８５１

同 弁護士 伊 東 正 裕

愛知県豊橋市駅前大通１丁目２７番地１ 〒４４０－０８８８

同 弁護士 都 築 さ や か

愛知県豊橋市駅前大通１丁目２７番地１ 〒４４０－０８８８

同 弁護士 籠 橋 隆 明

名古屋市中区三の丸３丁目１番２号 〒４６０－８５０１

被 告 愛知県知事 大 村 秀 章

名古屋市中区三の丸３丁目１番２号 〒４６０－８５０１

同 愛知県公営企業管理者企業庁長 松 井 圭 介

請 求 の 趣 旨

１ 被告愛知県知事が設楽ダムの水道用水に係るダム使用権の設定申請の取下をし

ないことが違法であることを確認する。

２ 被告愛知県公営企業管理者企業庁長は、設楽ダムの建設費用負担金のうちの水

道用水に係る負担金の支出をしてはならない。

との判決を求める。



- 3 -

請 求 の 原 因

第１ 設楽ダムについて

１ はじめに

設楽ダムは、特定多目的ダム法（以下「特ダム法」）９条１項に基づいて、国

土交通大臣が、豊川水系豊川の河口から約７０㎞上流の愛知県北設楽郡設楽町

清崎（左岸）と同町松戸（右岸）の位置に建設しようとしているもので、流水

の貯留を利用して水道用水の用に供することを目的の一つとする特定多目的ダ

ムである（特ダム法２条１項）。

２ 設楽ダムの諸元

設楽ダムの建設に関する基本計画（平成２０年１０月２７日告示、平成２８年

９月２０日一部変更告示）によれば、建設の目的、規模及び型式、貯水量、用途

別のその配分及び取水量は、以下のようになっている（甲３）。

(1) 建設の目的

① 洪水調節

② 流水の正常な機能の維持

下流の既得用水の補給等流水の正常な機能の維持と増進を図る。

③ かんがい

④ 水道

愛知県東三河地域の水道用水として新たに０.１７９㎥/sの取水を可能とす

る。

(2) 規模及び型式

堤高：１２９.０ｍ

型式：重力式コンクリートダム

(3) 貯留量、貯留量及び取水量の用途別配分

① 総貯水容量：９,８００万㎥

② 有効容量：９,２００万㎥

（堆砂：６００万㎥）

③ 貯留量及び取水量の用途別配分

洪水調節：１,９００万㎥

流水の正常な機能の維持：６,０００万㎥

新規利水：１,３００万㎥
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水道用水：６００万㎥（取水量０.１７９㎥/ｓ）

農業用水：７００万㎥（取水量０.３３９㎥/ｓ）

(4) ダム使用権の設定予定者

愛知県（水道）

第２ 設楽ダムの建設費用と費用負担

１ 特定多目的ダムの目的別の費用負担の仕組み

(1) 特定多目的ダムの費用負担は、まず、用途（目的ともいう、以下「目的」と

いう）別に費用負担額を決定する。特定多目的ダムにおいて、費用負担する目

的は、水道、工業用水道、発電、かんがい、河川管理（治水関係）である。

河川管理（治水関係）には、洪水等による災害発生の予防又は軽減を目的と

する洪水調節と流水の正常な機能の維持又は増進（以下「増進」を略し、「流水

の正常な機能の維持」という）がある。流水正常機能維持流量は既得の水利流

量と河川維持流量を合わせたものとされ、ダム貯水容量としては利水容量に含

まれているものであるが、費用負担においては、河川管理（治水関係）に含ま

れている。

かんがいは、新規利水容量に含まれているが、費用負担においては、河川管

理に含まれ、その費用の一部（特ダム法１０条１項、同法施行令１２条によっ

て１０分の１）を、多目的ダムによる流水の貯留を利用して流水をかんがいの

用に供する者が負担する。

(2) 建設費用の目的別の費用負担額は、分離費用身替わり妥当支出法（特ダム法

７条、同法施行令第１条の２～第６条）に基づく費用割振り方法（コストアロ

ケーションといわれている）によって決定される。

２ ダム使用権設定予定者

特定多目的ダムによる一定量の流水の貯留を一定の地域において確保する権利

を「ダム使用権」という（特ダム法２条２項）。ダム使用権の設定申請をした者で、

特ダム法１５条２項各号の要件を備える者が「ダム使用権設定予定者」である（特

ダム法５条）。流水の貯留を利用して流水を特定用途に使用するには、ダム使用権

と河川法２３条による流水占用権（水利権）を有していなければならない（特ダ

ム法３条）。

ダム使用権設定予定者は、建設費用につき、特ダム法７条１項により、当該使

用権に係る目的についての分離費用身替わり妥当支出法によって求められた費用

負担額を負担しなければならない。その費用負担額は、基本計画に定められる（特
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ダム法４条２項５、６号）。

建設目的である愛知県東三河地域の上水道のために水道用水の供給をしている

のは愛知県の愛知県水道用水供給事業であるので、愛知県が設楽ダムの水道に係

るダム使用権設定申請をして、上記のようにダム使用権設定予定者となっている。

そのため、愛知県は、設楽ダムの建設費用につき、特ダム法７条１項により、水

道に係る目的についての費用負担額を負担しなければならない。

３ 設楽ダムの建設費用と目的別費用負担額

設楽ダムの基本計画によれば、建設費用の概算額は約２,４００億円とされ、各

目的別の費用負担額（単位億円）は下表のとおりである（甲３）。

目的 目的別割合 同額 県負担割合 同負担額

河川管理 洪水調節 0.777 1,865 0.30 559.5

流水正常機能維持

水道用水 0.110 264 1.00 264.0

農業用水 0.113 271 0.27 73.2

愛知県はダム使用権設定申請してダム使用権設定予定者となっていて、水道用

水の２６４億円を負担する（特ダム法７条１項）。これは、毎年度に当該年度分の

支払いがなされる(特ダム法施行令９条１項)。

第３ 設楽ダムからの水道用水の供給は必要がないものとなった

１ 設楽ダムの水道用水の必要性の根拠（２００５年愛知県需給想定調査）

愛知県は、２００６年の豊川水系水資源開発基本計画（フルプラン）策定に際

しての『豊川水系における水資源開発基本計画需給想定調査調査票（都市用水）

愛知県（豊川水系） 平成１７年１２月』（以下「愛知県の需給想定調査」とい

う）において、水道用水（上水道）について、２０１５年を目標年とする需要量

予測をし、これを開発水量による供給量ではなく、近年２/２０渇水年の供給可能

量（以下「近年２/２０供給可能量」という）よる供給量と比較し、需要想定量が

供給量を上回ることになるので、新規に近年２/２０供給可能量のための水源とし

て設楽ダムの水道用水が必要であるとされた（甲４）。

愛知県需給想定調査では、上水道需要量は河川からの最大取水量によって表現

されており、それは水道の給水事業者の日平均給水量からは、以下の計算によっ

て求められている。
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(日平均給水量/給水事業者利用量率)/86,400

＝給水事業者平均取水量㎥/s

給水事業者平均取水量／（水資源開発施設利用量率）＝平均取水量㎥/s

平均取水量／負荷率＝最大取水量㎥/s

負荷率＝平均／最大

愛知県需給想定調査（甲４）では、豊川水系の上水道の需要量（最大量）は、

基準年の２００３年では取水量３.４１㎥/ｓ（日給水量２８.８万㎥）であったも

のが、目標年の２０１５年には取水量４.４２㎥/ｓ（日給水量３３.９万㎥）にな

ると想定していた。これに対して、供給は、既存施設の供給能力（基準年２００

３年）は、開発水量は５.２１７㎥/ｓ（日給水量は、水資源開発施設については

給水事業者利用量率は実績９８.８％、水資源開発施設利用量率は９５％（水路ロ

ス率５％）に基づいて４２.８万㎥となる）であるが、近年２/２０供給可能量で

は３.６２７㎥/ｓ（日給水量の換算率は上記と同じ方法に基づいて３０万㎥とな

る）であるので、設楽ダム（開発水量０.１８㎥/ｓ）からの供給が必要とされた。

２ 実績により設楽ダムからの水道用水の供給は必要がないものとなった

豊川水系の上水道需要は基準年の２００３年から減少を続けており（図１、甲

６）、２０１５年に需要想定値にならないことは年々明らかになっていた。

図１ 豊川水系（東三河地域）の上水道の需給
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この度、目標年の２０１５年が経過し、２０１７年３月に２０１５年度の『愛

知県の水道 水道年報』が公表された。豊川水系の上水道の給水量（日最大）は

２７.０万㎥であった（甲５）。

目標年の２０１５年の実績によって、愛知県需給想定調査の想定した需要値に

ならず、かつ、設楽ダムのない既存施設で、開発水量はいうに及ばず、近年２/２

０供給可能量でも、需要に対して供給可能であることが確定した（図１）。設楽ダ

ムからの水道用水の供給は必要がないものとなったのである。

さらに、豊川用水を水源とする工業用水道の取水は大野頭首工１.５２７㎥/sと

牟呂松原頭首工０.９０３㎥/sであるが（甲７）、牟呂松原頭首工系は、浄水施設

等の工業用水道事業の施設が全くなく、取水もされていない。したがって、工業

用水のうち、牟呂松原頭首工の開発水量で０.９０３㎥/s、近年２/２０供給可能

量で０.５６㎥/s（日給水量は上記と同じ換算率に基づいて４.５万㎥）が余剰で

あり、これを水道用水に利用することができる。この工業用水の余剰分を加える

と、上水道の近年２/２０供給可能量は３４.５万㎥になり、水余りは一層激しく

なる（図１、甲６）。

第４ 事業からの撤退（ダム使用権設定申請の取下）

１ 水資源開発施設である特定多目的ダムや独立行政法人水資源機構（以下「水機

構」）の多目的ダムの建設事業に参加した水道若しくは工業用水道の事業者（以下

「利水者」）が、事業参加後に需要減少等の事情の変化によりダムに貯留した流水

を当該用に供しなくなることを「事業からの撤退」という。これは利水者の自ら

の判断によって自発的になされる。「事業からの撤退」は、特定多目的ダムでは、

ダム使用権設定申請の取下として、建設負担金の還付に関して規定している特ダ

ム法１２条ですでに明規されていたが、水機構法のダムについても２００３年制

定の水機構法において具体化されて、費用負担に関する清算規定が定められた。

特定多目的ダムについても、２００４年２月に特ダム法施行令が改正され、ダム

使用権設定申請の取下を「事業からの撤退」とし、事業からの撤退者（ダム使用

権設定申請の取下者）の費用負担について特ダム法施行令１条の２第２項で定め

られた。

ダム使用権設定申請はダム使用権という権利の取得のための申請であるから、

ダム使用権設定申請者は、自由に自らの判断で、その取下げをできるのは当然こ

とである。ダム使用権設定予定者がダム使用権設定申請を取り下げたときは、当

該事業から撤退することとなり（特ダム法施行令１条の２第２項参照）、建設事業
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費の清算が行われ、以後の費用負担金の納付義務がなくなるうえ、納付した費用

負担金も返還される（特ダム法１２条）。

２ 上記第３のように、設楽ダムの水道用水が必要でなくなった以上、愛知県が設

楽ダム建設事業に参加する必要性はなくなり、参加し続けて費用負担金を支払い

続けることは、必要のない事業のため公金を支出し、貴重な県有財産を失うこと

になる。

愛知県は、直ちに、設楽ダム建設事業から撤退し、設楽ダムの水道用水に係る

ダム使用権設定申請を取り下げて、以後の費用負担金の納付義務をなくさなけれ

ばならない。

第５ ダム使用権設定申請の取下をしないことの違法

１ 必要性のない施設建設事業について費用負担の義務を負い、その支出をするこ

とは、地方財政法４条１項の「地方公共団体の経費は当該目的を達成するために

必要かつ最少限度を超えて支出してはならない」との規定（経費の必要最少限度

の原則）、および地方自治法２条１４項の「地方公共団体の事務を処理するに当た

っては、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない」との規定

（最少経費による最大効果の原則）、に違反する違法なものであり、かつ予算執行

の適正確保の見地から看過できない違法なものである。

したがって、愛知県は設楽ダムの水道用水に係るダム使用権設定申請を取り下

げて、以後の費用負担金の納付義務をなくさなければならず、これをしないこと

は上記財務会計法規に違反する違法ものである。 また、その支出をすることは上

記財務会計法規に違反する違法なものである。

２ 愛知県水道用水供給事業は地方公営企業法に基づく地方公営企業である。愛知

県においては、その管理者は被告愛知県公営企業管理者企業庁長（以下「企業庁

長」という）となっている。

地方公営企業の管理者は、地方公営企業法８条１項１～４号に規定される事項

を除く事項について当該地方公営企業の業務を執行し、当該業務の執行に関し当

該地方公共団体を代表する（地方公営企業法８条１項）。地方公営企業の業務執行

のうち、費用負担金の支払いは出納その他の会計事務であり、その事務は管理者

が担任している（同法９条１１号）。

当該企業に係る行政庁の許可、認可、免許その他の処分を受けることについて

は、管理者の担任する事務は当該処分が地方支分部局の長又は地方公共団体の長

の権限に属するものであるが（同法９条１４号、地方公営企業法施行令８条の３）。
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ダム使用権の設定は国土交通大臣がする特許処分であるので、管理者の担任外で

あり、知事の担任事務である。したがって、ダム使用権の設定の申請を取り下げ

ることは知事の担任事務である。

３ 上記のように、２０１７年３月に設楽ダムからの水道用水の供給は必要がなく

なった。愛知県は、設楽ダムの水道用水のダム使用権設定申請を取り下げてその

費用負担義務を負わないようにし、またその支出をすべきでない。

しかし、未だに、被告愛知県知事はその取下をしていない。これは、上記のと

おり、上記財務会計法規に違反する違法なものである。また、被告企業庁長がそ

の支出をすることは、上記のとおり上記財務会計法規に違反する違法なものであ

る。

第６ 住民監査請求と本訴提起

原告らは、上記の違法を理由として、①被告愛知県知事が設楽ダムの水道用水

に係るダム使用権の設定申請の取下をしないことの違法の確認、②被告企業庁長

が設楽ダムに係る水道用水の費用負担金の支出をすることの差止を請求内容に含

む住民監査請求を地方自治法２４２条１項に基づいて愛知県監査委員に対してな

したが（甲１の１～３）、却下されたので（甲２の１～３）、請求の趣旨の通りの

判決を求めるため本訴を提起する。

立 証 方 法

甲１の１ 住民監査請求書（平成３０年３月１４日）抜粋

甲１の２の１ 住民監査請求書（平成３０年３月３０日）抜粋

甲１の２の２ 住民票

甲１の３ 住民監査請求書（平成３０年４月２３日）抜粋

甲２の１ 地方自治法第242条第1項の規定に基づく住民監査請求について （通知）

平成３０年４月２３日

甲２の２ 地方自治法第242条第1項の規定に基づく住民監査請求について（通知）

平成３０年４月２３日

甲２の３ 地方自治法第242条第1項の規定に基づく住民監査請求について（通知）

平成３０年５月８日

甲３ 設楽ダムの建設に関する基本計画（平成２８年９月２０日告示）

甲４ 『豊川水系における水資源開発基本計画需給想定調査調査票（都市用水）

愛知県（豊川水系） 平成１７年１２月』 抜粋
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甲５ 愛知県の水道（水道年報）平成２９年３月１６日 抜粋

甲６ 東三河上水道 図表

甲７ 豊川水系フルプラン施設実力調査（現況施設） 抜粋

その他、口頭弁論で必要に応じて提出する。

附 属 書 類

１ 甲各号証写し 各３通

２ 訴訟委任状 １６２通


